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BOO5－2 地域連携診療計画管理料（退院時） 900点  

BOO5－3 地域連携診療計画退院時指導料（退院時） 600点  

届出医療機関数（上段：病院数／下段：診療所数）  

医療機関連携について  

第1医療機能の分化と連携について  

高齢化の進展、マンパワー、諸外国と比較して多い病床、長い平均在院  

日数等の状況に鑑み、我が国においても医療機能の分化を進め、必要な機  

能に必要な資源の集中的な投入をすることが必要と考えられる。医療機能  

の分化が進んだ場合、同時にそれぞれの専門分化した医療機関同辛の連  

携を推進することも必要である。（参考資料P2－4）  

第2 現状と課題  

1大腿骨頸部骨折、脳卒中について、退院後も入院から継続したリハビリ   

テーションや介護サービスの提供を行うことが重要である。（参考資料   

P5－7）  

2 病院が機能分化を進める中で、退院調整部門の関わりが患者の適切な   

療養環境の選択に重要な役割を占めている。（参考資料P8－13）  

3 医療機関同士の連携のためには、適切な診療情報の提供が重要である。   

患者の情報の提供に当たっては、診療情報提供料で評価される部分と、   

患者への実費請求となっている部分がある。（参考資料P14）  

第3 現行の診療報酬上の評価の概要  

1大腿骨頸部骨折に対して、あらかじめ作成した共通の診療計画に基づ   

いた急性期の医療機関と亜急性期一回復期の医療機関の連携の評価を   

行っている。平成20年度には対象疾患に脳卒中を追加した。  

平成19年  平成20年   

209   405   
地域連携診療計画管理料  

604  1，274  
地域連携診療計画退院時指導料  

144  205   

社会医療診療行為別調査（平成20年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

実施件数  算定件数  実施件数  策定件数  

地域迎携診療計画管理料  

地域連折診療■計画退院時指導料  

2 療養病棟、精神病棟等に入院する患者について、退院に向けた計画を   

作成し、計画に沿って退院した場合の評価を設けた。一般病棟に入院す   

る高齢者についても同様の評価を行った。  

A238 退院調整加算  

1退院支援計画作成加算（入院中1回）100点  

2 退院加算（退院時1回）  

イ 療養病棟入院基本料、結核病棟入院基本料等 100点   

口 障害者施設等入院基本料等  300点  

A241後期高齢者退院調整加算（退院時1回）100点  

届出医療機関数  

退院調整加算   2，613   

後期高齢者退院調整加算  2，621  
平成20年  



社会医療診療行為別調査（平成20年6月審査分）  

平成20年  

実施疎数  算定件数  

退院調  退院支援計画作成加算  4 255   4 260  

整加算  療養病棟入院基本料、  
退院  2．884   2 884  

結核病棟入院基本料等  

加算             障害者施設等入院基本料等   127   127  

後期高齢者退院調整加算  4 801   4 807   

第4 論点  

1医療機関同士が大腿骨頸部骨折、脳卒中の診療計画を共有し、連携を   

図る取組みについて、退院後のリハビリテーションを担う医療機関や介護   

サービスも含めた診療計画に基づき連携を行った場合の診療報酬上の   

評価をどう考えるか。（参考資料P5－7）   

2 急性期医療機関を中心に、患者がスムーズに適切な療養に移行するた   

めの取組みについて、診療報酬上の評価をどう考えるか。（参考資料   

P8－13）  

3 診療情報提供料について、医療機関同士が情報を共有することにより継   

続的な医療を確保する観点から整理することについてどう考えるか（参考   

資料P14）。   

3 医療機関同士が診療情報を共有することにより患者の療養に資すること   

を評価している。退院時の情報提供について、円滑な地域移行を支援す   

る観点から、退院の翌月までの情報提供を評価した。  



入院中患者における他医療機関からの  
診療1指導について   

第1 現状と課題   

近年、医療機能の分化が進む中、▼専門分野に特化した医療機関同士  

の連携が重要となっている。その中には、患者が入院している医療機関  

に他医療機関の医師が赴いて専門医療を提供する形態も含まれる（参考  

資料P15）。  

第2 診療報酬上の評価  

1入院中の患者に対して診療上必要があると認める場合は、他の保険   

医療機関の保険医の立合診療を、対診という形で受けることができ   

る。この場合、対診を行った医療機関の医師は往診料、基本診療科   

等を算定することができる。  

届出医療機関数（上段：病院数／下段：診療所数）  

平成19年  平成20年   

ハイリスク妊産婦共同管理料   （Ⅰ）   191  236  

498  646  

（平）   184  

社会医療診療行為別調査（各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

実施件数  策定回数  実施件数  算定回数  

退院時共同指呼料1  

退院時共同指導料2  

ハイリスク妊産婦共同管理  

料（Ⅰ）  

ハイリスク妊産婦共同管剋  

料（Ⅱ）  

3 他医療橡関に勤務する医師が非常勤医師として当該医療機関で   

診療を行う場合については、報酬は給与として支払われる。   

第3 論点   

入院中患者に対して、他医療機関から診療・指導に来る際の評価を  

どのように考えるか（参考資料P15）。   

2 在宅へ移行する患者について、退院後の在宅療養を担う医師等が入院   

中の保険医療機関に赴いて入院中の保険医療機関の医師等と共同して   

指導を行った場合を評価している。ハイリスクの妊産婦を紹介した医師が   

紹介先の病院に赴き共同で指導を行った場合を評価している。  

BOO4 退院時共同指導料1  

1 在宅療養支援診療所 1，000点  

2 1以外  600点  

BOO5 退院時共同指導料2  300点  

BOO5－4 ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅰ） 500点  

BOO5－5 ハイリスク妊産婦共同管理料（Ⅱ） 350点  



の意識障害者、筋ジストロフィー患者、  

難病患者等を概ね7割以上入院させて  

いる病棟  

［経過措置］（療養病床に移行している  

場合又は移行する場合）  

平成20年3月31日の時点で障害者  

施設等入院基本料を算定する病棟に入  

院する重度の肢体不自由児（者）等の患  

者については、平成22年3月31日ま  

での間に限り、医療区分1に該当する患  

者は医療区分2、医療区分2に該当する  

障害者施設等の機能分化の促進のための移行措置  

第1 障害者施設等の果たす役割   

NICUの空床確保は円滑な周産期医療の推進のために重要である。肢  
休不自由児（者）施設等においても、小児救急を行う医療機関と連携  
し、病状に応じて適切に患者を受け入れることが必要とされる（参考  
資料P16．17）。   

第2 現状と課題  

1 障害・者施設入院基本料等を算定する病棟については、本来設けら   

れた趣旨・目的に照らして対象となる疾患の見直しを行うと共に、   

当該病棟に入院していた患者が嘩養病床に移行した場合について、   

経過措置を設けたが、その期限が平成22年3月31日までとなって   

いる（参考資料P18）。  

第3 診療報酬上の評価の概要   

肢体不自由児（者）、重症心身障害児、筋ジストロフィー患者、難病  

患者等を対象とする病棟に対し、障害者施設等入院基本料、特殊疾患  

病棟入院料等を設定している。本来設けられた趣旨一目的に照らして  

対象となる疾患の見直しを行うとともに、療養病床に転換した場合の  

経過措置を設けた。  

患者は医療区分3の患  

A306 特殊疾患入院医療管理料（1日につき）   1，943点  

・重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）、筋ジストロフィー患者又は難病患  

者等であり、主として長期にわたり療養が必要な患者を入院させる病室  

A309 特殊疾患病棟入院料（1日につき）  

1 特殊疾患病棟入院料1 1，943点   

・当該病棟の入院患者の概ね8割以上が、脊髄損傷等の重度障害者（脳卒中の  

後遺症患者及び認知症の患者を除く。）、重度の意識障害者、筋ジストロフィ  

ー患者、又は難病患者である。  

2 特殊疾患病棟入院料2  1，570点   

・肢体不自由児施設等である、あるいは、当該病棟の入院患者の概ね8割以上   

が重度の肢体不自由児（者）等の重度の障害者である。  

※対象者の見直し、経過措置については上記入院料についても同様の措置を行っ  

た。  

AlO6 障害者施設等入院基本料  

・肢体不自由児施設、重症心身障害児施設及びこれらに準ずる施設に係る一般病   

棟  

・重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）、筋ジストロフィー患者又は難病患   

者等を主として入院させる病棟  第4 論点  

1 障害者施設等が今後更にNICUを経た患者の受け皿となるなど、そ   

の期待される役割を担うため、その他の入院患者が長期療養にふさ   

わしい病床に転院することに対する支援を目的に、前回改定時に設   

けた経過措置について、どのように考えるか（参考資料P16－18）。   

平成20年度改定後  

7対1入院基本料 1，555点  

10対1入院基本料1．300点  

13対1入院基本料1，092点  

15対1入院基本料 954点  

［算定要件］  

10対1入院基本料1．269点  

13対1入院基本料1，092点  

15対1入院基本料 954点  

［算定要件］  

口 重度の肢体不自由児（者）、脊椎損傷  

等の重度障害者、重度の意識障害者、筋  

ジストロフィー患者、難病患者等を概ね  

7割以上入院させている病棟  

口 重度の肢体不自由児（者）（脳卒中の  

後遺症患者及び認知症の患者を除く。）、  

脊椎損傷等の重度障害者（脳卒中の後遺  

症患者及び認知症の患者を除く。）、重度  

㌻   
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医療機関連携について   

（参考資料）  

医療機関連携に関する議論  急性疾患発症からの一連の連携  
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；医療連携加井；  
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退院調整加算  

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  
地域連携診療計   

画管理料   

退院・退所加井；  
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診療情報提供料   
l＿＿＿＿＿＿＿＿、＿＿＿＿＿，＿．＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿  

適所リハビリ  訪問看護  妨間介護等  
テ丁ション t ■L、一t■ビ∵薯  ＿  

老健、特養等   



二二］  
慢性疾患の治療における連携  

脳卒中における地域連携の取組み  

急性期  回復期  維持期  

通院治療  

：三こニ  ＝   

クリテイカルパス   リハブログラム   リハマネジメント   

診療報酬上の地域連携クリテイカルパスへの評価（現状）  
一一‾‾－ 

′ －－－  



L  
退院調整（支援）のプロセス  

ql．N忙∪最期入院児問題解決に   

社会権祉士専は必辛か（n：58）  
Ql．救急救命センターに専任の社会福  
祉士は必要か（n：158）  

入院2日目～1週間  

夏色   

・退焼揉も継続する医療管理・  
処tやADLの低下・リハビリ  

テーションの状況から必要とな  
るケアをアセスメント  
・医療チームによるカンファレン  

Q2．救急救命センターに書任の社会福祉  
士のいるメリット（n：158）   

Q2．周塵期部門に社会福祉士鬱がいるメ  

r l  

リツトは（n：58）   l l l ‡ I  

自立した在宅療養が  叫発、■l■”l■■で●1  

■■が▲■に■雷で●も  

■●■け‖l■■■■■▼●■  

■轟・tllの▲t鷹■｛上ナ●  

ト Illll「 さ  
可能か阜検  ト I j l ！  58．8  

ト l‡1111‡  
ト I l  ・一   

出典＝庄和子他、退院支蛙に看はの原点が見える、看独管理、191u）、10ヱト10札ユ009  

宇料音宏子蟻．病棟から始める追腕支は・退院脚数の実践実例、日本着牲協会出旋会．pl之、之腑9  

lllllllll  

援  ○ 退院支  

はじめ、医師、コメディカルとのチームアプローチが必要  
01    獅   l01   101   仰   l【明  

日大川こ堕」坤叫扇瓦、え創、・なし□  
10  

出典：日本医療社会事業協会調査（平成21年4月－7月）  

職員配置状況  ける看護師と医療ソー   

（MSW）の役割分埴  
ノ
′
l
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看護師の   
主な役割   

ハイリスクで  
在宅を希望  

するケースや、   
在宅での  

サービス調整  
について、厘  

嘩吟  
視線か凱定 

∵∴」旺Ⅶ  
豊丘（注1）の職員を配置  74．3  

量並齢書任甘配t  
＜再緒＞重度塵とその他の耶椛撚城を鵬でⅢ′「㌫㌧        ヽ－ー  

その他の腑摘を書任で配置  弧2  

重圧（注2）の職員を配置  23．5  

＜再掲＞重雄」迩とその他の職員射紺を兼任で配世   10．1  

王腹鉦を兼任で配t  3．1  

その他の蝉を兼任で配置  10，3  

ノ′  
一／ 

＼．医療を受ける  
、＼権利の保障、  
、1生活の保障、  

行政  

医学的知識   
社会資源■制度  

ノ 経済問題  
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経済的問題  
解決、福祉制  病気■障害と生活  
度の活用  
関する制  ケア技術  権利擁護   
説明、後方   
院施設紹  

、 など  
′   ＼ －・、．－～】一岬 ノ   

50†i  

■あり ■なし ■無回答・不明  無回答・不明  2．2  

※地域連携塵、医療相談室等の一つの機能として退院沸整を  
行っている鳩舎も含む。  
瀬潅一般病棟・特定機能病鏡（一般病棟）・専門病個  
別ほ医療ソーシャルワーカー、事務♯見など  

（注1）診療報酬上の「専従」を意味する。  

（注2）診療報酬上の「書任」を憲僻する。  

出典‥ユ008年病暁における手性職員受給状況等脚査日本看虹協会  

、
 
 

○ 看護配置が手厚い施設ほど、退院支援の体制が整備されている傾向がある。  
○ 複数名の専従配置を行っている施設は約30％   出典：岡田美幸、通暁調整実務者としての視点から、看護管理、15㈹、271－276、20偲  



亡二二二重画  
7対1入院基本料算定医療機関における退院調整lこ関する部門の設置状況  

診療情報提供料  
き  

！診療情報提供料（Ⅰ）（月1回）2畠0点   

虚報提供集  
注1他の医療機関   医療機関間の有機的連携の強化   

注2 市町村（特別区を含む）   保健福祉サービスのため   

保健所   他康教育、健康相談、機能訓練、訪耶旨導等の保健サービス又はホームヘルプ   

精神保健福祉センター   ＼サービス、ホームケア促進事業、ショートステイ、デイサービえ、日常生活   

指定居宅介護支援事業者   給付等の介護保険の居宅サービス若しくは緒祉サービスを有効かつ適切   

地域包括支捷センター   に実施するために必要な診療並びに家虐の状況に関する情報   

注3 保険薬局   在宅患者訪問薬剤僧理指導のため   

注4障害福祉施設（積神のみ）   

精神陣害者施設   

注5 介穣老人保健施設   入所等のため   

注6 老人性認知症センター   認知症の鑑別診断、治療方針の選定等のため   

之0％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

（N叫1ユ）  

専且続開建部門に専従職■を配置している医療機関口退院鯛を部門を設置している医療機関口退院川立郎門を改正していない医療椒脚  

書従職員として看は師を配置している医熱機関  専従職員としてソーシャルワーカーを配置している医療機関  

加算の対象   加算点数   
退院月又はその翌月に保険医僚機関、稚神障害者施設、介護老人保健施設に対し「退院時情報  200点   

を添付」した場合   

「ハイリスク妊産坤」を共同指導料（Ⅰ）の医療機関から（Ⅱ）の医療機関に紹介   之00点   

「認知症の疑い」あり、専門医僚機関での鑑別診断のため紹介   100点   

外来で「うつ病等の精神障害の疑い」あり、診断治療のため、他医師申科に紹介  
】】▼‘‾’■■’【‾▼▼‾川‾‾】仙‾■‾‾’‾▼‾‾‾‾Ⅶ‾‾】」－ 200点   

［車重垂撃墜塑1旦り塑里！  

セカンドオピニオンを得ることを目的とした診療情報の提供  
出典：平成21年廣検証部会調査  

退院調整加算（H20新設）   入院中の患者に係る対診の取り扱い  

・出来高病棟に入院中の場合   

OA病院（当該患者が入院中の医療機関）：  

入院基本料＋診療行為に係る費用を算定  

OB医療機関（対診を行う医師が所属する医療機関）：  
基本診療料＋往診料等を算定可能  

診療行為に係る費用は算定できない。  
※A病院とB医療機関で合議のうえ精算   

・包括病棟（特定入院料等の病棟又はDPC対象病院）に入院中の場合  

OA病院（当該患者が入院中の医療機関）：  
Å臨魁＋当該特定入院料に含まれない診療行為の費用を算定  

OB医療機関（対診を行う医師が所属する医療機関）：  
基本診療料＋往診料等を算定可能  

診療行為に係る費用は算定できない。  
※A病院とB医療機関で合議のうえ精算  

、
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退院支桂計  
画に基づき退  
院。  
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※「陣青春施股専入院基本料を算定する病棟」を指すこととする。  

《本来の目的》   

特殊疾患療養病棟（特殊疾患入院医療管理料を算定する病室を含む）及び  

障害者施設等は、重症心身障害、脊髄損傷、筋ジストロフィー及び難病等による  
重度の障害のために医療を必要とする患者を対象とするものである。   

《平成18年以降の流れ》   

特殊疾患療養病棟う 療養病床における特殊疾患療養病棟入院料は廃止。  
また一般病床、精神病床についても平成20年3月31日  

をもって廃止が予定されており、それを受けて総病床数  
が減少している。   

障害者施設等   う 平成17年頃より病床数が急増している。   

《平成20年度診療報酬改定について》   

特殊疾患療養病棟や障害者施設等が設けられた本来の趣旨・目的に照らして  

対象となる疾患を見直した上で、特殊疾患療養病棟については存続（名称は特殊  
疾患病棟と変更）することとした。   

見直しの具体的な内容としては、「脊髄損傷等の重度の障害者」及び「重度の肢  
体不自由児（者）」には脳卒中の後遺症及び認知症の患者を含めないこととする。  

ただし、これらの疾患により重度意識障害を起こしている患者はこの限りでない。16  

く 一平成20年8月 ＞  

7  

＜平成20年4月一＞  

陣書者施投儀入院基本料を暮走する斗合  

○量虎の肢体不自由児（者）  
○脊髄損傷等の重度印書者  
○重度の意敲陣書  
○筋ジストロフィー患者  
○難病患者等  

q寧寧姫▲嘗撃㌍  

1  

1  

1  

1  

1  

1   

l 一‾巾…‾‾‾‾‾‾……‾‾‾‾‾……‾‾‾…叫  

1； 極過措置の期限は平成22年3月31…i  

し巳更‡望三狂浸こ…「－一一………＝ノ い   

※）特殊疾患病棟入院料、特殊疾患入院医療管 室  
理料についても同様の対処を行った。  l  

経過檜t讐  

・療養病床に転換した病棟において、平成20年3月31日時点  

で入院していた討た患者については、医療区分1の患者につい  

ては医療区分2、医療区分ヱの患者については医療区分3とみ  

なす。   

障害者施設等・特殊疾患療養病棟の位置づけ  （イメージ）  

基本料のほか、投薬・注射・検査・処置等を  
出来高で算定  陣書者施設疇入院基本料   

病態により移行   

こ  ：  

病態のま勤は  
それほど大きくないが  
医ホの必手性は高い。   

個人豊はあまり  
大きくない。  

）人工岬喰濃を  

つけた肪ジス患者  
基本料に投薬・注射・検査・処置尾が  

包括される  特殊疾患■暮病棟入院料  

＿J  

坦 ノ∴ユ  
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